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�愛媛県教育委員会規則第１１号
愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。
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愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する規則（昭和６１年愛媛県教育委員会規則第２号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可及び監

督に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、公益信託ニ関スル法律（大正１１年法律第６２号。

以下「法」という。）第１条に規定する公益信託のうち、公益信託

に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令（平成４

年政令第１６２号）第１条第２項の規定に基づき愛媛県教育委員会（以

下「教育委員会」という。）がその事務を行うこととされたもの（以

下「公益信託」という。）に係る 許可及び監督に関し必要な事

項を定めるものとする。

（公益を目的とする信託の許可の申請 ）

第２条 法第２条第１項の許可を受けようとする者は、許可申請書に

次の書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 省略

� 信託行為の内容を示す書類

�・� 省略

� 信託管理人を指定する場合にあつては、信託管理人に就任を

予定されている者の就任承諾書、履歴書及び印鑑証明書

�～� 省略

� 引受け当初の信託事務年度及び翌信託事務年度（信託事務年

度の定めがない信託にあつては、引受け後２年間）の事業計画書

及びこれに伴う収支予算書

	 省略

２ 前項第３号から第５号までの規定において委託者、受託者又は信

託管理人となるべき者が法人である場合にあつては、法人の名称、

代表者の氏名、主たる事務所の所在地及び主たる業務を記載した書

類を添付するものとする。

（財産の移転の報告）

第３条 法第２条第１項の許可を受けた受託者は、遅滞なく前条第１

項第７号の財産目録記載の財産の移転を受け、その移転を終わつた

後１月以内に、これを証する登記所、銀行等の証明書類及び信託行

為の内容を示す書類の謄本を添付して、その旨を教育委員会に報告

しなければならない。

（事業計画書等の届出）

第４条 受託者は、毎信託事務年度（信託行為に別段の定めがないと

きは、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。

愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及

び監督に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、信託法（大正１１年法律第６２号）第６６条

に規定する公益信託のうち、公益信託

に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令（平成４

年政令第１６２号）第１条第２項の規定に基づき愛媛県教育委員会（以

下「教育委員会」という。）がその事務を行うこととされたもの（以

下「公益信託」という。）の引受けの許可及び監督に関し必要な事

項を定めるものとする。

（引受け の許可の申請手続）

第２条 公益信託の引受けをしよう とする者は、許可申請書に

次の書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 省略

� 信託行為

�・� 省略

� 信託管理人を置く 場合にあつては、信託管理人に就任を

予定されている者の就任承諾書、履歴書及び印鑑証明書

�～� 省略

� 引受け後２年

の事業計画書

及びこれに伴う収支予算書

	 省略

２ 前項第３号及び第４号 の規定において委託者又は受託者

となるべき者が法人である場合にあつては、法人の名称、

代表者の氏名、主たる事務所の所在地及び主たる業務を記載した書

類を添付するものとする。

（財産の移転の報告）

第３条 引受けを許可された 受託者は、遅滞なく前条第１

項第７号の財産目録記載の財産の移転を受け、その移転を終わつた

後１月以内に、これを証する登記所、銀行等の証明書類及び信託行

為の謄本 を添付して、その旨を教育委員会に報告

しなければならない。

（事業計画 等の届出）

第４条 受託者は、年度 （信託行為に別段の定めがないと

きは、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。

� 苦情の処理の状況

人事委員会は、地方公務員法第８条第１項第１１号の規定により、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立てのほか、

職員の苦情を処理することとなっています。

平成１８年度における人事委員会への相談件数、処理件数及び平成１９年度への繰越件数はいずれもありません。
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以下同じ。）開始前に、翌年度の事業計画書及びこれに伴う収支予

算書を教育委員会に届け出なければならない。

２ 受託者は、第２条第１項第９号又は前項の事業計画書及びこれに

伴う収支予算書を変更したときは、遅滞なくこれを教育委員会に届

け出なければならない。

（事業報告）

第５条 受託者は、信託事務年度終了後３月以内に、その年度末現在

の財産目録を添付して、その年度における次の事項を教育委員会に

報告しなければならない。

�～� 省略

（公告）

第６条 受託者は、前条の報告をした後遅滞なく前信託事務年度の

信託事務及び財産の状況を公告しなければならない。

（信託の変更に係る書類の提出）

第７条 受託者は、法第５条第１項の特別の事情が生じたと認めると

きは、次の書類を教育委員会に提出しなければならない。

� 信託の変更を必要とする理由を記載した書類

� 信託の変更案を記載した書類及び新旧対照表

２ 前項の信託 の変更が当該公益信託の事業内容の変更に係る

ものである場合にあつては、同項各号の書類のほか、変更後の事業

計画書及びこれに伴う収支予算書 を添付しなければな

らない。

（信託の変更の許可の申請）

第８条 受託者は、法第６条の規定により信託の変更の許可を受けよ

うとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に

申請しなければならない。

� 信託の変更を必要とする理由を記載した書類

� 信託の変更をする根拠となる信託法（平成１８年法律第１０８号）

の規定（同法第１４９条第４項の別段の定めがある場合には、当該

定めの内容を含む。）を記載した書類

� 信託の変更案を記載した書類及び新旧対照表

２ 前項の信託の変更が当該公益信託の事業内容の変更に係るもの

である場合にあつては、同項各号の書類のほか、変更後の事業計画

書及びこれに伴う収支予算書を添付しなければならない。

（信託の併合の許可の申請）

第９条 受託者は、法第６条の規定により信託の併合の許可を受けよ

うとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に

申請しなければならない。

� 信託の併合を必要とする理由を記載した書類

� 信託の併合をする根拠となる信託法の規定（同法第１５１条第３

項の別段の定めがある場合には、当該定めの内容を含む。）を記

載した書類

� 信託の併合案を記載した書類及び新旧対照表

� 信託法第１５２条第２項の公告及び催告又は同条第３項の公告を

したことその他信託法の定める信託の併合の手続を経たことを

証する書類

２ 第２条第１項第５号から第１０号までの規定は、前項の許可を受け

ようとする受託者について準用する。この場合において、同条第９

号中「引受け」とあるのは、「信託の併合」と読み替えるものとす

以下同じ。）開始前に、翌年度の事業計画 及びこれに伴う収支予

算 を教育委員会に届け出なければならない。

２ 受託者は、前項の事業計画 及びこれに

伴う収支予算 を変更したときは、遅滞なくこれを教育委員会に届

け出なければならない。

（事業報告）

第５条 受託者は、年度 終了後３月以内に、その年度末現在

の財産目録を添付して、その年度における次の事項を教育委員会に

報告しなければならない。

�～� 省略

（公告）

第６条 受託者は、前条の報告をした後遅滞なく前年度の事業

及び財産の状況を公告しなければならない。

（信託条項の変更認可の申請手続）

第７条 受託者は、信託行為の当時予見することのできなかつた特別

の事情により、信託条項の変更について、信託行為の定めるところ

により教育委員会の認可を受けようとするときは、認可申請書に次

の書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 信託行為の変更の条項及びその事由を記載した書類

� 信託行為の新旧の比較対照表

� 信託行為所定の手続を経たことを証する書類

２ 前項の信託行為の変更がその公益信託の事業内容の変更に係る

ものである場合は、前項 各号の書類のほか、その変更に係

る第２条第１項第７号から第９号までの書類を添付しなければな

らない。この場合において、同項第９号中「引受け後」とあるのは、

「信託条項変更後」と読み替えるものとする。
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る。

（吸収信託分割の許可の申請）

第１０条 受託者は、法第６条の規定により吸収信託分割の許可を受け

ようとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員

会に申請しなければならない。

� 吸収信託分割を必要とする理由を記載した書類

� 吸収信託分割をする根拠となる信託法の規定（同法第１５５条第

３項の別段の定めがある場合には、当該定めの内容を含む。）を

記載した書類

� 吸収信託分割案を記載した書類及び新旧対照表

� 信託法第１５６条第２項の公告及び催告又は同条第３項の公告を

したことその他信託法の定める吸収信託分割の手続を経たこと

を証する書類

（新規信託分割の許可の申請）

第１１条 受託者は、法第６条の規定により新規信託分割の許可を受け

ようとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会

に申請しなければならない。

� 新規信託分割を必要とする理由を記載した書類

� 新規信託分割をする根拠となる信託法の規定（同法第１５９条第

３項の別段の定めがある場合には、当該定めの内容を含む。）を

記載した書類

� 新規信託分割案を記載した書類及び新旧対照表

� 信託法第１６０条第２項の公告及び催告又は同条第３項の公告を

したことその他信託法の定める新規信託分割の手続を経たこと

を証する書類

２ 第２条第１項第５号から第１０号までの規定は、前項の許可を受け

ようとする受託者について準用する。この場合において、同条第９

号中「引受け」とあるのは、「新規信託分割」と読み替えるものと

する。

（受託者の辞任の許可の申請 ）

第１２条 受託者は、法第７条の規定 により辞任の許可を受けようと

するときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請

しなければならない。

� 辞任しようとする理由を記載した書類

� 信託事務の処理の状況並びに信託財産に属する財産及び信託

財産責任負担債務の状況を記載した書類

� 新たな受託者の選任に関する意見を記載した書類

（検査役の選任の請求）

第１３条 委託者又は信託管理人は、信託法第４６条第１項及び法第８条

の規定により検査役の選任を請求しようとするときは、選任申請書

に次の書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 選任を請求する理由を記載した書類

� 選任に関する意見を記載した書類

（受託者の解任の請求 ）

第１４条 委託者 又は信託管理人は、信託法第５８条第４項

及び法第８条の規定により 受託者の解任を請求

しようとするときは、解任申請書に次の書類を添付して、教育委員

会に申請しなければならない。

� 解任を請求する理由を記載した書類

� 新たな受託者の選任に関する意見を記載した書類

（新たな受託者の選任の請求 ）

第１５条 委託者 、信託管理人又は運営委員会等の構成員

（以下「利害関係人」という。）は、信託法第６２条第４項及び法第

（受託者の辞任の許可の申請手続）

第８条 受託者は、やむを得ない事由により辞任しよう と

するときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請

しなければならない。

� 辞任しようとする事由を記載した書類

� 財産及び収支の現況

を記載した書類

� 新受託者 の選任に関する意見を記載した書類

（受託者の解任の申請手続）

第９条 委託者、その相続人又は信託管理人は、受託者の任務違反そ

の他重要な事由 により、教育委員会に対し受託者の解任を請求

しようとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員

会に申請しなければならない。

� 解任を請求する事由を記載した書類

� 新受託者 の選任に関する意見を記載した書類

（新受託者 の選任の申請手続）

第１０条 委託者、その相続人、信託管理人又は運営委員会等の構成員

（以下「利害関係人」という。）は、受託者が欠けることとなる場
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８条の規定により新たな受託者 の選任を請求しようとする

ときは、選任申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しな

ければならない。

� 新たな受託者となるべき者に係る第２条第１項第４号に掲げ

る書類及び就任承諾書

� 新たな受託者の選任に関する意見を記載した書類

� 省略

（信託財産管理命令の請求）

第１６条 利害関係人は、信託法第６３条第１項及び法第８条の規定によ

り信託財産管理者による管理を命ずる処分（以下「信託財産管理命

令」という。）を請求しようとするときは、管理命令申請書に次の

書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 受託者の任務終了の事由を記載した書類

� 信託財産管理命令を請求する理由を記載した書類

� 信託財産管理者の選任に関する意見を記載した書類

（保存行為等の範囲を超える行為の許可の申請）

第１７条 信託財産管理者は、信託法第６６条第４項及び法第８条の規定

により保存行為等の範囲を超える行為の許可を受けようとすると

きは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しなけ

ればならない。

� 許可を受けようとする行為の概要を記載した書類

� 許可を受けようとする理由を記載した書類

２ 前項の規定は、信託法第７４条第６項において準用する同法第６６

条第４項及び法第８条の規定により保存行為等の範囲を超える行

為の許可を受けようとする信託財産法人管理人について準用する。

（信託財産管理者等の辞任の許可の申請）

第１８条 信託財産管理者は、信託法第７０条において読み替えて準用す

る同法第５７条第２項及び法第８条の規定により辞任の許可を受け

ようとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会

に申請しなければならない。

� 辞任しようとする理由を記載した書類

� 信託事務の処理の状況並びに信託財産に属する財産及び信託

財産責任負担債務の状況を記載した書類

� 新たな信託財産管理者の選任に関する意見を記載した書類

２ 前項の規定は、信託法第７４条第６項において準用する同法第７０

条において読み替えて準用する同法第５７条第２項及び法第８条の

規定により辞任の許可を受けようとする信託財産法人管理人につ

いて準用する。この場合において、前項第３号中「新たな信託財産

管理者」とあるのは、「新たな信託財産法人管理人」と読み替える

ものとする。

（信託財産管理者等の解任の請求）

第１９条 委託者又は信託管理人は、信託法第７０条において準用する同

法第５８条第４項及び法第８条の規定により信託財産管理者の解任

を請求しようとするときは、解任申請書に次の書類を添付して、教

育委員会に申請しなければならない。

� 解任を請求する理由を記載した書類

� 新たな信託財産管理者の選任に関する意見を記載した書類

２ 前項の規定は、信託法第７４条第６項において準用する同法第７０

条において準用する同法第５８条第４項及び法第８条の規定により

信託財産法人管理人の解任を請求しようとする委託者又は信託管

理人について準用する。この場合において、前項第２号中「新たな

信託財産管理者」とあるのは、「新たな信託財産法人管理人」と読

み替えるものとする。

（信託財産法人管理命令の請求）

第２０条 利害関係人は、信託法第７４条第２項及び法第８条の規定によ

合において、教育委員会に対し新受託者の選任を請求しようとする

ときは、選任申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しな

ければならない。

� 第２条第１項第４号に掲げ

る書類

� 財産及び収支の現況を記載した書類

� 省略
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り信託財産法人管理人による管理を命ずる処分（以下「信託財産法

人管理命令」という。）を請求しようとするときは、管理命令申請

書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しなければならない。

� 受託者の死亡の事実を記載した書類

� 信託財産法人管理命令を請求する理由を記載した書類

� 信託財産法人管理人の選任に関する意見を記載した書類

（信託管理人の選任の請求 ）

第２１条 利害関係人は、信託法第１２３条第４項又は同法第２５８条第６項

及び法第８条の規定により信託管理人の選任を請求しようとする

ときは、選任申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請し

なければならない。

� 選任を請求する理由を記載した書類

� 信託管理人となるべき者に係る第２条第１項第５号に掲げる

書類

（信託管理人の辞任の許可の申請）

第２２条 信託管理人は、信託法第１２８条第２項において準用する同法

第５７条第２項及び法第８条の規定により辞任の許可を受けようと

するときは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請

しなければならない。

� 辞任しようとする理由を記載した書類

� 信託事務の処理の状況並びに信託財産に属する財産及び信託

財産責任負担債務の状況を記載した書類

� 新たな信託管理人の選任に関する意見を記載した書類

（信託管理人の解任の請求）

第２３条 委託者又は他の信託管理人は、信託法第１２８条第２項におい

て準用する同法第５８条第４項及び法第８条の規定により信託管理

人の解任を請求しようとするときは、解任申請書に次の書類を添付

して、教育委員会に申請しなければならない。

� 解任を請求する理由を記載した書類

� 新たな信託管理人の選任に関する意見を記載した書類

（新たな信託管理人の選任の請求）

第２４条 利害関係人は、信託法第１２９条第１項において準用する同法

第６２条第４項及び法第８条の規定により新たな信託管理人の選任

を請求しようとするときは、選任申請書に次の書類を添付して、教

育委員会に申請しなければならない。

� 新たな信託管理人となるべき者に係る第２条第１項第５号に

掲げる書類

� 新たな信託管理人の選任に関する意見を記載した書類

� 信託管理人の任務終了の事由を記載した書類

（信託の終了命令の請求）

第２５条 委託者、受託者又は信託管理人は、信託法第１６５条第１項及

び法第８条の規定により、信託の終了命令を請求しようとするとき

は、終了命令申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しな

ければならない。

� 信託の終了命令を請求する理由を記載した書類

� 信託事務の処理の状況並びに信託財産に属する財産及び信託

財産責任負担債務の状況を記載した書類

� 残余財産の処分の見込みに関する書類

（諸届出）

第２６条 受託者は、第３条から第５条まで に定めるもののほか、

次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく書面をもつて届け

出なければならない。

� 省略

� 委託者又は受託者の氏名、住所又は職業（法人にあつては、

（信託管理人の選任の申請手続）

第１１条 利害関係人は、教育委員会に対し

信託管理人の選任を請求しようとする

ときは、選任申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請し

なければならない。

� 選任を請求する事由を記載した書類

� 信託管理人となるべき者の就任承諾書、履歴書及び印鑑証明

書

（諸届出）

第１２条 受託者は、第３条、第４条及び第５条に定めるもののほか、

次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく書面をもつて届け

出なければならない。

� 省略

� 委託者又は受託者の職業又は住所
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その名称、代表者の氏名、主たる事務所の所在地又は主たる業務）

に変更があつたとき

。

� 信託管理人又は運営委員会等の構成員の氏名、住所又は職業

（信託管理人が法人である場合にあつては、その名称、代表者の

氏名、主たる事務所の所在地又は主たる業務）に変更があつたと

き。

２ 前項第３号の規定による届出が新たに就任する信託管理人又は

運営委員会等の構成員に係るものであるときは、第２条第１項第５

号又は第６号の書類を添付しなければならない。

（書類及び帳簿の備付け等）

第２７条 受託者は、その信託事務を行う事務所に、次の書類及び帳簿

を備えなければならない。ただし、他の法令により、これらに代わ

る書類及び帳簿を備えたときは、この限りでない。

� 信託行為及びこれに附属する書類

� 委託者又はその相続人、受託者、信託管理人及び運営委員会

等の構成員の名簿及び履歴書（法人にあつては、その名称、代表

者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載した書類並びに定款

又は寄附行為）

�～� 省略

２ 前項に掲げる書類及び帳簿の保存年限については、信託法第３７

条に定めるもののほか、次のとおりとする。

� 前項第３号及び第７号の書類 １年以上

� 前項第４号の書類 永年

（業務の監督）

第２８条 教育委員会は、法第３条及び第４条第１項 の規定によ

り、受託者に対し、報告若しくは資料の提出を求め、又は

その職員をして信託事務 及び

財産の状況を実地に検査させることができる。

２・３ 省略

（公益信託終了の報告等）

第２９条 受託者は、信託が終了したときには、終了後１月以内に、信

託の終了事由を記載した書類により、その旨を教育委員会に報告し

なければならない。

２ 清算受託者は、信託の清算が結了したときは、清算結了後１月以

に変更があつたとき（法人にあつては、その名称、代表者の氏名、

主たる事務所の所在地又は主たる業務に変更があつたとき。）。

� 信託管理人の職業又は住所

に変更があつたと

き。

� 信託管理人又は運営委員会等の構成員に変更があつたとき。

２ 前項第４号の規定による届出の場合にあつては

、第２条第１項第５

号又は第６号の書類を添付しなければならない。

（書類及び帳簿の備付け等）

第１３条 受託者は、その 事務所に、次の書類及び帳簿

を備えなければならない。ただし、他の法令により、これらに代わ

る書類及び帳簿を備えたときは、この限りでない。

� 信託行為

� 利害関係人

の名簿及び履歴書（法人にあつては、その名称、代表

者の氏名及び主たる事務所の所在地を記載した書類並びに定款

又は寄附行為）

�～� 省略

２ 前項第３号及び第７号の書類及び帳簿は１年以上、第４号の書類

は永年、第５号の書類及び帳簿は１０年以上保存しなければならな

い。

（業務の監督）

第１４条 教育委員会は、信託法第６７条及び第６９条第１項の規定によ

り、受託者に対し、報告 を求め、又は資料を

提出させることができ、また、その職員をして公益信託の業務及び

財産の状況を実地に検査させることができる。

２・３ 省略

（信託財産の取得の許可の申請手続）

第１５条 受託者は、やむを得ない事由により信託財産をその者の固有

財産としようとするときは、許可申請書に次の書類を添付して、教

育委員会に申請しなければならない。

� 固有財産としようとする事由を記載した書類

� 固有財産となるべきものの種類及び総額を記載した書類

� 固有財産となるべきものの価格を証する書類

（残余財産処分の許可の申請手続等）

第１６条 受託者は、信託の終了に伴う残余財産の処分について、信託

行為の定めるところにより教育委員会の許可を受けようとすると

きは、許可申請書に次の書類を添付して、教育委員会に申請しなけ

ればならない。

� 信託終了の事由を記載した書類

� 財産目録

� 残余財産の処分方法に関する書類

２ 受託者は、信託が終了したときには、遅滞なく前項各号の書類を

添付して 、その旨を教育委員会に報告し

なければならない。ただし、前項の規定により許可を申請した場合

には、この限りでない。
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選挙管理委員会告示

内に、次の書類を添付して、その旨を教育委員会に報告しなければ

ならない。

� 信託の清算が結了した日の属する信託事務年度の事業状況報

告書及び収支決算書

� 信託の清算結了時における財産目録

� 残余財産の処分に関する書類

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１９年９月３０日から施行する。

（経過措置）

２ 信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第１０９号）第２条の規定によりなお従前の例によることとされる公

益信託に係る許可及び監督については、改正後の愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可及び監督に関する規則の規定にか

かわらず、なお従前の例による。

（教育委員会の所管する条例等に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則の一部改正）

３ 教育委員会の所管する条例等に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する規則（平成１８年愛媛県教

育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（条例第３条第１項の規則等で定める保存）

第３条 条例第３条第１項の規則等で定める保存は、次に掲げる規

定に基づく書面の保存とする。

� 省略

� 愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託に係る許可及び監

督に関する規則 （昭和６１年愛媛県教育委員会規則第２号）第

２７条第１項第１号、第２号（委託者又はその相続人、受託者、信

託管理人及び運営委員会等の構成員の名簿及び定款又は寄付行

為に限る。）、第３号、第５号（収入支出に関する帳簿に限る。）、

第６号及び第８号

（条例第３条第１項の規則等で定める保存）

第３条 条例第３条第１項の規則等で定める保存は、次に掲げる規

定に基づく書面の保存とする。

� 省略

� 愛媛県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及

び監督に関する規則（昭和６１年愛媛県教育委員会規則第２号）第

１３条第１項第１号、第２号（利害関係人

の名簿及び定款又は寄付行

為に限る。）、第３号、第５号（収入支出に関する帳簿に限る。）、

第６号及び第８号

�愛媛県選挙管理委員会告示第９０号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２０条第１項の規定に基づく同法第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書に

ついて、訂正の届出があった。

その要旨は、次のとおりである。

平成１９年９月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 藤 山 薫

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成１６年分

政党支部

（訂正後）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県第一選挙区支部

報告年月日 Ｈ１７．２．２８

１ 収 入 総 額 ５７，６７８，１９６円

前年繰越額 １，９０２，５９６円

本年収入額 ５５，７７５，６００円

２ 支 出 総 額 ４４，８３８，７９６円

３ 翌 年 繰 越 額 １２，８３９，４００円

４ 本年収入の内訳
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個人の党費・会費（４，６６０人） ４，７８５，６００円

寄附 ２９，９９０，０００円

個人分 ２，４９０，０００円

団体分 １８，２８０，０００円

政治団体分 ９，２２０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２１，０００，０００円

自由民主党本部 ２１，０００，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

町 野 博 １３０，０００円 松 山 市

鎌 倉 坂 衛 １２０，０００円 伊 予 市

稲 田 裕 １２０，０００円 松 山 市

三 原 温 １２０，０００円 松 山 市

村 上 博 １２０，０００円 松 山 市

清 水 信 行 １２０，０００円 松 山 市

池 田 喜志高 １２０，０００円 松 山 市

河 辺 忠 郎 １２０，０００円 松 山 市

藤 原 壽 則 １２０，０００円 松 山 市

宮 田 秀 勝 １２０，０００円 松 山 市

森 洋 一 ２４０，０００円 松 山 市

嵜 岡 秀 夫 １２０，０００円 松 山 市

宮 本 哲 郎 １２０，０００円 松 山 市

越 智 邦 明 １２０，０００円 松 山 市

赤 松 民 泰 １２０，０００円 松 山 市

山 内 利 昭 １２０，０００円 松 山 市

福 井 卓 也 １２０，０００円 松 山 市

渡 部 通 寛 ２００，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの １２０，０００円

（団体分）

日専連えひめ １２０，０００円 松 山 市

トヨタ部品四国共販 ３６０，０００円 松 山 市

ミツワ都市開発 １２０，０００円 松 山 市

安藤工業 １２０，０００円 西 条 市

聖和工業 １２０，０００円 松 山 市

アテックス １２０，０００円 松 山 市

マルマストリグ １２０，０００円 松 山 市

米田商事 １２０，０００円 松 山 市

相中組 １２０，０００円 伊 予 市

有光組 １２０，０００円 松 山 市

越智金 １２０，０００円 松 山 市

西四国マツダ １２０，０００円 松 山 市

河窪建設 １２０，０００円 松 山 市

第一開発 １２０，０００円 松 山 市

愛媛ダイハツ販売 １２０，０００円 松 山 市

丸之内商事 １２０，０００円 宇 和 島 市

河原学園 １２０，０００円 松 山 市

南海プリント １２０，０００円 松 山 市

森水産 １２０，０００円 松 山 市

松山キャノンオーエーシステム １２０，０００円 松 山 市

えるく １２０，０００円 松 山 市

清水建材店 １２０，０００円 松 山 市

ＹＧＡ １２０，０００円 栃木県小山市
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関谷工業 １２０，０００円 松 山 市

矢野産婦人科 １２０，０００円 松 山 市

日景生コン １２０，０００円 東 温 市

神村鉄工 １２０，０００円 今 治 市

三浦工業 １２０，０００円 松 山 市

中藤産業 １２０，０００円 松 山 市

ビージョイ １２０，０００円 松 山 市

金亀建設 １２０，０００円 松 山 市

愛媛土建 １２０，０００円 松 山 市

高橋建築事務所 １２０，０００円 松 山 市

丸住製紙 ６００，０００円 四国中央市

丸住ライン １２０，０００円 四国中央市

丸住興産 １２０，０００円 四国中央市

中央設計 １２０，０００円 松 山 市

愛建電工 １２０，０００円 松 山 市

四国開発フェリー １２０，０００円 西 条 市

レディ薬局 １２０，０００円 松 山 市

共栄興産 １２０，０００円 松 山 市

山本製作所 １２０，０００円 松 山 市

日新化学工業 １２０，０００円 松 山 市

富士造型 １２０，０００円 松 山 市

愛橋 １２０，０００円 松 山 市

うかい ９６０，０００円 東京都八王子市

門屋組 １２０，０００円 松 山 市

大和酸素工業 １２０，０００円 伊予郡松前町

トヨタビスタ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

大和総合 １２０，０００円 大阪府大阪市

フジ １２０，０００円 松 山 市

インテリアアイソウ １２０，０００円 伊 予 市

伊予鉄会館 １２０，０００円 松 山 市

古湧園 １２０，０００円 松 山 市

今治造船 １２０，０００円 今 治 市

ダイキ １２０，０００円 松 山 市

ニッシングルメビーフ １２０，０００円 大阪府大阪市

伊予鉄高島屋 １２０，０００円 松 山 市

伊予ブルドーザー建設 １２０，０００円 伊 予 市

小倉葬祭社 １２０，０００円 松 山 市

長崎商事 １２０，０００円 松 山 市

愛媛庭園 １２０，０００円 松 山 市

協和道路 １２０，０００円 松 山 市

塩崎潤事務所 １００，０００円 東京都港区

今日社 １００，０００円 東京都港区

城北運送 １２０，０００円 松 山 市

南国産業 １１０，０００円 新 居 浜 市

日本信販 ２００，０００円 東京都文京区

佐伯ビル管理 １２０，０００円 松 山 市

愛媛飼料産業 １２０，０００円 松 山 市

タイコム証券 ５００，０００円 大阪府大阪市

四国建設機械販売 １１０，０００円 松 山 市

滋慶学園 １２０，０００円 東京都江戸川区

ディスコ １２０，０００円 東京都新宿区

Ｂ・Ｉ・Ｃ ５００，０００円 大阪府大阪市

シオザワ １２０，０００円 東京都中央区
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大王製紙 ２４０，０００円 東京都中央区

奥村設計 １２０，０００円 松 山 市

四電工愛媛支店 １２０，０００円 松 山 市

愛媛建物 １００，０００円 松 山 市

住創 １２０，０００円 松 山 市

大平事務所 ２４０，０００円 東京都千代田区

東京シティ青果 １２０，０００円 東京都中央区

ヒューマンバンク ２４０，０００円 松 山 市

タカウチスタジオ １２０，０００円 松 山 市

経営同友会 １２０，０００円 東京都港区

西村商事 １２０，０００円 松 山 市

扇屋食品 １２０，０００円 伊予郡松前町

松山リハビリテーション病院 １２０，０００円 松 山 市

南高井病院 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県配置薬連盟 １２０，０００円 松 山 市

よんやく １２０，０００円 伊予郡砥部町

明星印刷工業 １２０，０００円 松 山 市

トヨタカローラ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

南海測量設計 １２０，０００円 松 山 市

大進建設 １２０，０００円 松 山 市

エヒメ健診協会 ２４０，０００円 松 山 市

成武建設 １２０，０００円 松 山 市

今井石油 １２０，０００円 松 山 市

アスティス １２０，０００円 松 山 市

水口酒造 １２０，０００円 松 山 市

成田建設 １２０，０００円 松 山 市

日興石油 １２０，０００円 松 山 市

水企画事務所 １００，０００円 松 山 市

マツスイ １２０，０００円 松 山 市

道後産業 １２０，０００円 松 山 市

都市建築研究所 １２０，０００円 松 山 市

えひめ飲料 １２０，０００円 松 山 市

三宅整形外科病院 １２０，０００円 広島県福山市

末光硝子商会 １２０，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの ２，３００，０００円

（政治団体分）

日本薬剤師連盟 １，０００，０００円 東京都渋谷区

日本薬業政治連盟 ２，０００，０００円 東京都中央区

日本医師連盟 ２，０００，０００円 東京都文京区

製薬産業政治連盟 ４，０００，０００円 東京都中央区

日本精神病院協会政治連盟 １００，０００円 東京都港区

愛媛司法書士政治連盟 １２０，０００円 松 山 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２０，６７７，２９７円

人件費 ３，３００，０００円

光熱水費 １，０３７，３７４円

備品・消耗品費 ６，６５８，３４９円

事務所費 ９，６８１，５７４円

政治活動費 ２４，１６１，４９９円

組織活動費 ６，００１，２５３円

機関紙誌の発行その他の事業費 ８，２９０，３４１円

機関紙誌の発行事業費 ５，３５５，４７５円

宣伝事業費 ２，９３４，８６６円
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寄附・交付金 ７，７８５，６００円

その他の経費 ２，０８４，３０５円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ７，７８５，６００円

（訂正前）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県第一選挙区支部

報告年月日 Ｈ１７．２．２８

１ 収 入 総 額 ５７，６７８，１９６円

前年繰越額 １，９０２，５９６円

本年収入額 ５５，７７５，６００円

２ 支 出 総 額 ４４，８３８，７９６円

３ 翌 年 繰 越 額 １２，８３９，４００円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４，６６０人） ４，７８５，６００円

寄附 ２９，９９０，０００円

個人分 ２，４９０，０００円

団体分 １８，２８０，０００円

政治団体分 ９，２２０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２１，０００，０００円

自由民主党本部 ２１，０００，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

町 野 博 １３０，０００円 松 山 市

鎌 倉 坂 衛 １２０，０００円 伊 予 市

稲 田 裕 １２０，０００円 松 山 市

三 原 温 １２０，０００円 松 山 市

村 上 博 １２０，０００円 松 山 市

清 水 信 行 １２０，０００円 松 山 市

池 田 喜志高 １２０，０００円 松 山 市

河 辺 忠 郎 １２０，０００円 松 山 市

藤 原 壽 則 １２０，０００円 松 山 市

宮 田 秀 勝 １２０，０００円 松 山 市

森 洋 一 ２４０，０００円 松 山 市

嵜 岡 秀 夫 １２０，０００円 松 山 市

宮 本 哲 郎 １２０，０００円 松 山 市

越 智 邦 明 １２０，０００円 松 山 市

赤 松 民 泰 １２０，０００円 松 山 市

山 内 利 昭 １２０，０００円 松 山 市

福 井 卓 也 １２０，０００円 松 山 市

渡 部 通 寛 ２００，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの １２０，０００円

（団体分）

日専連えひめ １２０，０００円 松 山 市

トヨタ部品四国共販 ３６０，０００円 松 山 市

ミツワ都市開発 １２０，０００円 松 山 市

安藤工業 １２０，０００円 西 条 市

聖和工業 １２０，０００円 松 山 市

アテックス １２０，０００円 松 山 市

マルマストリグ １２０，０００円 松 山 市

米田商事 １２０，０００円 松 山 市

相中組 １２０，０００円 伊 予 市

有光組 １２０，０００円 松 山 市

越智金 １２０，０００円 松 山 市

愛 媛 県 報平成１９年９月２８日 第１９００号

１０６７



西四国マツダ １２０，０００円 松 山 市

河窪建設 １２０，０００円 松 山 市

第一開発 １２０，０００円 松 山 市

愛媛ダイハツ販売 １２０，０００円 松 山 市

丸之内商事 １２０，０００円 宇 和 島 市

河原学園 １２０，０００円 松 山 市

南海プリント １２０，０００円 松 山 市

森水産 １２０，０００円 松 山 市

松山キャノンオーエーシステム １２０，０００円 松 山 市

えるく １２０，０００円 松 山 市

清水建材店 １２０，０００円 松 山 市

ＹＧＡ １２０，０００円 栃木県小山市

関谷工業 １２０，０００円 松 山 市

矢野産婦人科 １２０，０００円 松 山 市

日景生コン １２０，０００円 東 温 市

神村鉄工 １２０，０００円 今 治 市

三浦工業 １２０，０００円 松 山 市

中藤産業 １２０，０００円 松 山 市

ビージョイ １２０，０００円 松 山 市

金亀建設 １２０，０００円 松 山 市

愛媛土建 １２０，０００円 松 山 市

高橋建築事務所 １２０，０００円 松 山 市

丸住製紙 ６００，０００円 四国中央市

丸住ライン １２０，０００円 四国中央市

丸住興産 １２０，０００円 四国中央市

中央設計 １２０，０００円 松 山 市

愛建電工 １２０，０００円 松 山 市

四国開発フェリー １２０，０００円 西 条 市

レディ薬局 １２０，０００円 松 山 市

共栄興産 １２０，０００円 松 山 市

山本製作所 １２０，０００円 松 山 市

日新化学工業 １２０，０００円 松 山 市

富士造型 １２０，０００円 松 山 市

愛橋 １２０，０００円 松 山 市

うかい ９６０，０００円 東京都八王子市

門屋組 １２０，０００円 松 山 市

大和酸素工業 １２０，０００円 伊予郡松前町

トヨタビスタ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

大和総合 １２０，０００円 大阪府大阪市

フジ １２０，０００円 松 山 市

インテリアアイソウ １２０，０００円 伊 予 市

伊予鉄会館 １２０，０００円 松 山 市

古湧園 １２０，０００円 松 山 市

今治造船 １２０，０００円 今 治 市

ダイキ １２０，０００円 松 山 市

ニッシングルメビーフ １２０，０００円 大阪府大阪市

伊予鉄高島屋 １２０，０００円 松 山 市

伊予ブルドーザー建設 １２０，０００円 伊 予 市

小倉葬祭社 １２０，０００円 松 山 市

長崎商事 １２０，０００円 松 山 市

愛媛庭園 １２０，０００円 松 山 市

協和道路 １２０，０００円 松 山 市

塩崎潤事務所 １００，０００円 東京都港区
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今日社 １００，０００円 東京都港区

城北運送 １２０，０００円 松 山 市

南国産業 １１０，０００円 新 居 浜 市

日本信販 ２００，０００円 東京都文京区

佐伯ビル管理 １２０，０００円 松 山 市

愛媛飼料産業 １２０，０００円 松 山 市

タイコム証券 ５００，０００円 大阪府大阪市

四国建設機械販売 １１０，０００円 松 山 市

滋慶学園 １２０，０００円 東京都江戸川区

ディスコ １２０，０００円 東京都新宿区

Ｂ・Ｉ・Ｃ ５００，０００円 大阪府大阪市

シオザワ １２０，０００円 東京都中央区

大王製紙 ２４０，０００円 東京都中央区

奥村設計 １２０，０００円 松 山 市

四電工愛媛支店 １２０，０００円 松 山 市

愛媛建物 １００，０００円 松 山 市

住創 １２０，０００円 松 山 市

大平事務所 ２４０，０００円 東京都千代田区

東京シティ青果 １２０，０００円 東京都中央区

ヒューマンバンク ２４０，０００円 松 山 市

タカウチスタジオ １２０，０００円 松 山 市

経営同友会 １２０，０００円 東京都港区

西村商事 １２０，０００円 松 山 市

扇屋食品 １２０，０００円 伊予郡松前町

松山リハビリテーション病院 １２０，０００円 松 山 市

南高井病院 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県配置薬連盟 １２０，０００円 松 山 市

よんやく １２０，０００円 伊予郡砥部町

明星印刷工業 １２０，０００円 松 山 市

トヨタカローラ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

南海測量設計 １２０，０００円 松 山 市

大進建設 １２０，０００円 松 山 市

エヒメ健診協会 ２４０，０００円 松 山 市

成武建設 １２０，０００円 松 山 市

今井石油 １２０，０００円 松 山 市

アスティス １２０，０００円 松 山 市

水口酒造 １２０，０００円 松 山 市

成田建設 １２０，０００円 松 山 市

日興石油 １２０，０００円 松 山 市

水企画事務所 １００，０００円 松 山 市

マツスイ １２０，０００円 松 山 市

道後産業 １２０，０００円 松 山 市

都市建築研究所 １２０，０００円 松 山 市

えひめ飲料 １２０，０００円 松 山 市

三宅整形外科病院 １２０，０００円 広島県福山市

末光硝子商会 １２０，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの ２，３００，０００円

（政治団体分）

日本薬剤師連盟 １，０００，０００円 東京都渋谷区

日本薬業政治連盟 ２，０００，０００円 東京都中央区

日本医師連盟 ２，０００，０００円 東京都文京区

製薬産業政治連盟 ４，０００，０００円 東京都中央区

日本精神病院協会政治連盟 １００，０００円 東京都港区
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愛媛司法書士政治連盟 １２０，０００円 松 山 市

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２２，７６１，６０２円

人件費 ３，３００，０００円

光熱水費 ３，１２１，６７９円

備品・消耗品費 ６，６５８，３４９円

事務所費 ９，６８１，５７４円

政治活動費 ２２，０７７，１９４円

組織活動費 ６，００１，２５３円

機関紙誌の発行その他の事業費 ８，２９０，３４１円

機関紙誌の発行事業費 ５，３５５，４７５円

宣伝事業費 ２，９３４，８６６円

寄附・交付金 ７，７８５，６００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ７，７８５，６００円

第１２条関係

平成１７年分

政党支部

（訂正後）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県第一選挙区支部

報告年月日 Ｈ１８．３．３１

１ 収 入 総 額 ８７，９６０，０００円

前年繰越額 １２，８３９，４００円

本年収入額 ７５，１２０，６００円

２ 支 出 総 額 ５４，５７５，４５６円

３ 翌 年 繰 越 額 ３３，３８４，５４４円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（１，２８０人） ４，８６０，６００円

寄附 ４４，２６０，０００円

個人分 ６，７５０，０００円

団体分 ２１，４９０，０００円

政治団体分 １６，０２０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２６，０００，０００円

自由民主党本部 ２６，０００，０００円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

町 野 博 １２０，０００円 松 山 市

高 内 文 保 ２４０，０００円 松 山 市

山 本 硬 ３６０，０００円 松 山 市

竹 田 博 ７０，０００円 松 山 市

鎌 倉 坂 衛 １２０，０００円 伊 予 市

森 洋 一 １２０，０００円 松 山 市

嵜 岡 秀 夫 １２０，０００円 松 山 市

福 井 卓 也 １２０，０００円 松 山 市

清 水 信 行 １２０，０００円 松 山 市

池 田 喜志高 １２０，０００円 松 山 市

奥 村 昌 美 ５，０００，０００円 東京都千代田区

赤 松 民 泰 １２０，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの １２０，０００円

（団体分）

トヨタ部品四国共販 ３６０，０００円 松 山 市

タイコム証券 ５００，０００円 大阪府大阪市

愛 媛 県 報平成１９年９月２８日 第１９００号

１０７０



うかい １，４６０，０００円 東京都八王子市

経営同友会 ２４０，０００円 東京都港区

南国産業 ７４０，０００円 新 居 浜 市

四国建設機械販売 １２０，０００円 松 山 市

愛橋 １２０，０００円 松 山 市

Ｂ・Ｉ・Ｃ ５００，０００円 大阪府大阪市

ＵＦＪニコス ２００，０００円 東京都文京区

滋慶学園 １２０，０００円 東京都江戸川区

ディスコ １２０，０００円 東京都新宿区

シオザワ １２０，０００円 東京都中央区

クシベウインテック １２０，０００円 香川県三豊郡高瀬町

大王製紙 １，２４０，０００円 東京都中央区

ファースト １２０，０００円 松 山 市

あわしま堂 １２０，０００円 八 幡 浜 市

東京シティ青果 １２０，０００円 東京都中央区

ＯＨＣカーボン １２０，０００円 松 山 市

堀田建設 １２０，０００円 八 幡 浜 市

タカウチスタジオ １２０，０００円 松 山 市

愛媛冷凍冷蔵 １２０，０００円 西 予 市

神戸組 １２０，０００円 松 山 市

ウイン １２０，０００円 松 山 市

奥村設計 １２０，０００円 松 山 市

砥部病院 ２４０，０００円 伊予郡砥部町

石材振興会 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県配置薬連盟 １２０，０００円 松 山 市

ヒューマンバンク ２４０，０００円 松 山 市

興国コンクリート ６０，０００円 松 山 市

アテックス １２０，０００円 松 山 市

八松硝子建材 １２０，０００円 松 山 市

エルク １２０，０００円 松 山 市

門屋組 １２０，０００円 松 山 市

清水建材店 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県土地家屋調査士会 １２０，０００円 松 山 市

山本製作所 １２０，０００円 松 山 市

エヒメ健診協会 ２４０，０００円 松 山 市

佐伯ビル管理 １２０，０００円 松 山 市

長崎商事 １２０，０００円 松 山 市

金亀建設 １２０，０００円 松 山 市

三亀工業 ２４０，０００円 伊予郡松前町

伊予鉄会館 １２０，０００円 松 山 市

住創 １２０，０００円 松 山 市

レディ薬局 １２０，０００円 松 山 市

クリエイトサービス １２０，０００円 松 山 市

プロシール ２００，０００円 埼玉県比企郡吉見町

新和工業 １２０，０００円 松 山 市

中藤産業 １２０，０００円 松 山 市

日興石油 １２０，０００円 松 山 市

伊予鉄高島屋 ６２０，０００円 松 山 市

キスケ １２０，０００円 今 治 市

キクノ １２０，０００円 松 山 市

愛媛土建 １２０，０００円 松 山 市

サークルケイ四国 １２０，０００円 松 山 市

今井石油 １２０，０００円 松 山 市
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愛媛庭園 １２０，０００円 松 山 市

大進建設 １２０，０００円 松 山 市

伊予病院 １２０，０００円 伊 予 市

ビージョイ １２０，０００円 松 山 市

有光組 １２０，０００円 松 山 市

スリーボンド ６００，０００円 東京都八王子市

愛媛県卸売酒販組合 １００，０００円 松 山 市

森ビル １，０００，０００円 東京都港区

全国質屋組合連合会 ２００，０００円 東京都千代田区

全国中小小売商団体連絡会 １００，０００円 東京都千代田区

クレジット事業団体協議会 ２００，０００円 東京都千代田区

愛媛日野自動車 ２００，０００円 松 山 市

伊予鉄タクシー １００，０００円 松 山 市

伊予鉄オート １００，０００円 松 山 市

イヨテツケーターサービス １００，０００円 松 山 市

山田屋 １００，０００円 松 山 市

南洋深井薬品 １００，０００円 松 山 市

愛媛県軽自動車協会 ３００，０００円 松 山 市

日本果樹農政協議会 ３００，０００円 東京都大田区

日本専問店会連盟 ２００，０００円 東京都千代田区

ハリマ化成 ２００，０００円 大阪府大阪市

水企画事務所 １００，０００円 松 山 市

全国青色申告会総連合 ３００，０００円 東京都千代田区

中央設計 １２０，０００円 松 山 市

南高井病院 １２０，０００円 松 山 市

森水産 １２０，０００円 松 山 市

マツスイ １２０，０００円 松 山 市

第一開発 １２０，０００円 松 山 市

南松山病院 １２０，０００円 松 山 市

トヨタカローラ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

岸本設計工務 １２０，０００円 松 山 市

松山リハビリテーション病院 １２０，０００円 松 山 市

西村商事 １２０，０００円 松 山 市

アグサス １２０，０００円 松 山 市

四電工愛媛支店 １２０，０００円 松 山 市

協和道路 １２０，０００円 松 山 市

河窪建設 １２０，０００円 松 山 市

中四国経済交流事業協同組合 １２０，０００円 松 山 市

高橋建築事務所 １２０，０００円 松 山 市

橋本クリニック １２０，０００円 松 山 市

四国医療サービス １２０，０００円 松 山 市

愛媛ダイハツ販売 １２０，０００円 松 山 市

河原学園 １２０，０００円 松 山 市

フジ １２０，０００円 松 山 市

南海プリント １２０，０００円 松 山 市

インテリアアイソウ １２０，０００円 伊 予 市

大和酸素工業 １２０，０００円 伊予郡松前町

三宅整形外科病院 １２０，０００円 広島県福山市

丸住ライン １２０，０００円 四国中央市

安藤工業 １２０，０００円 西 条 市

よんやく １２０，０００円 伊予郡砥部町

相中組 １２０，０００円 伊 予 市

丸住製紙 ６００，０００円 四国中央市
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丸住興産 １２０，０００円 四国中央市

四国開発フェリー １２０，０００円 西 条 市

年間５万円以下のもの ３９０，０００円

（政治団体分）

愛媛司法書士政治連盟 １２０，０００円 松 山 市

日本医師連盟 １，０００，０００円 東京都文京区

日本薬剤師連盟 ２，０００，０００円 東京都渋谷区

製薬産業政治連盟 ６，０００，０００円 東京都中央区

日本薬業政治連盟 ２，０００，０００円 東京都中央区

日本精神科病院協会政治連盟 ２，６００，０００円 東京都港区

全国中小企業政治協会 ２００，０００円 東京都中央区

日本歯科技工士連盟 １００，０００円 東京都新宿区

日本建築士事務所政経研究会 １００，０００円 東京都中央区

全国クリーニング業政治連盟 ３００，０００円 東京都新宿区

愛媛県石油政治連盟 １００，０００円 松 山 市

日本司法書士政治連盟 １００，０００円 東京都新宿区

愛媛県社会保険労務士政治連盟 ５００，０００円 松 山 市

全国不動産政治連盟 ３００，０００円 東京都千代田区

全国理容政治連盟中央会 ２００，０００円 東京都渋谷区

日本税理士政治連盟 １００，０００円 東京都品川区

ＴＫＣ四国政経研究会 ２００，０００円 香川県高松市

年間５万円以下のもの １００，０００円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 １０，６６８，８９７円

人件費 １，５００，０００円

光熱水費 ８３９，７０９円

備品・消耗品費 ２，５１０，８１２円

事務所費 ５，８１８，３７６円

政治活動費 ４３，９０６，５５９円

組織活動費 ７，６９９，２１２円

機関紙誌の発行その他の事業費 １０，０７７，８５７円

機関紙誌の発行事業費 ６，４８０，４２３円

宣伝事業費 ３，５９７，４３４円

寄附・交付金 １９，８６０，６００円

その他の経費 ６，２６８，８９０円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） １９，８６０，６００円

（訂正前）

政治団体の名称 自由民主党愛媛県第一選挙区支部

報告年月日 Ｈ１８．３．３１

１ 収 入 総 額 ８７，９６０，０００円

前年繰越額 １２，８３９，４００円

本年収入額 ７５，１２０，６００円

２ 支 出 総 額 ４８，３０６，５６６円

３ 翌 年 繰 越 額 ３９，６５３，４３４円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（１，２８０人） ４，８６０，６００円

寄附 ４４，２６０，０００円

個人分 ６，７５０，０００円

団体分 ２１，４９０，０００円

政治団体分 １６，０２０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２６，０００，０００円

自由民主党本部 ２６，０００，０００円

５ 寄 附 の 内 訳
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（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（個人分）

町 野 博 １２０，０００円 松 山 市

高 内 文 保 ２４０，０００円 松 山 市

山 本 硬 ３６０，０００円 松 山 市

竹 田 博 ７０，０００円 松 山 市

鎌 倉 坂 衛 １２０，０００円 伊 予 市

森 洋 一 １２０，０００円 松 山 市

嵜 岡 秀 夫 １２０，０００円 松 山 市

福 井 卓 也 １２０，０００円 松 山 市

清 水 信 行 １２０，０００円 松 山 市

池 田 喜志高 １２０，０００円 松 山 市

奥 村 昌 美 ５，０００，０００円 東京都千代田区

赤 松 民 泰 １２０，０００円 松 山 市

年間５万円以下のもの １２０，０００円

（団体分）

トヨタ部品四国共販 ３６０，０００円 松 山 市

タイコム証券 ５００，０００円 大阪府大阪市

うかい １，４６０，０００円 東京都八王子市

経営同友会 ２４０，０００円 東京都港区

南国産業 ７４０，０００円 新 居 浜 市

四国建設機械販売 １２０，０００円 松 山 市

愛橋 １２０，０００円 松 山 市

Ｂ・Ｉ・Ｃ ５００，０００円 大阪府大阪市

ＵＦＪニコス ２００，０００円 東京都文京区

滋慶学園 １２０，０００円 東京都江戸川区

ディスコ １２０，０００円 東京都新宿区

シオザワ １２０，０００円 東京都中央区

クシベウインテック １２０，０００円 香川県三豊郡高瀬町

大王製紙 １，２４０，０００円 東京都中央区

ファースト １２０，０００円 松 山 市

あわしま堂 １２０，０００円 八 幡 浜 市

東京シティ青果 １２０，０００円 東京都中央区

ＯＨＣカーボン １２０，０００円 松 山 市

堀田建設 １２０，０００円 八 幡 浜 市

タカウチスタジオ １２０，０００円 松 山 市

愛媛冷凍冷蔵 １２０，０００円 西 予 市

神戸組 １２０，０００円 松 山 市

ウイン １２０，０００円 松 山 市

奥村設計 １２０，０００円 松 山 市

砥部病院 ２４０，０００円 伊予郡砥部町

石材振興会 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県配置薬連盟 １２０，０００円 松 山 市

ヒューマンバンク ２４０，０００円 松 山 市

興国コンクリート ６０，０００円 松 山 市

アテックス １２０，０００円 松 山 市

八松硝子建材 １２０，０００円 松 山 市

エルク １２０，０００円 松 山 市

門屋組 １２０，０００円 松 山 市

清水建材店 １２０，０００円 松 山 市

愛媛県土地家屋調査士会 １２０，０００円 松 山 市

山本製作所 １２０，０００円 松 山 市

エヒメ健診協会 ２４０，０００円 松 山 市
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佐伯ビル管理 １２０，０００円 松 山 市

長崎商事 １２０，０００円 松 山 市

金亀建設 １２０，０００円 松 山 市

三亀工業 ２４０，０００円 伊予郡松前町

伊予鉄会館 １２０，０００円 松 山 市

住創 １２０，０００円 松 山 市

レディ薬局 １２０，０００円 松 山 市

クリエイトサービス １２０，０００円 松 山 市

プロシール ２００，０００円 埼玉県比企郡吉見町

新和工業 １２０，０００円 松 山 市

中藤産業 １２０，０００円 松 山 市

日興石油 １２０，０００円 松 山 市

伊予鉄高島屋 ６２０，０００円 松 山 市

キスケ １２０，０００円 今 治 市

キクノ １２０，０００円 松 山 市

愛媛土建 １２０，０００円 松 山 市

サークルケイ四国 １２０，０００円 松 山 市

今井石油 １２０，０００円 松 山 市

愛媛庭園 １２０，０００円 松 山 市

大進建設 １２０，０００円 松 山 市

伊予病院 １２０，０００円 伊 予 市

ビージョイ １２０，０００円 松 山 市

有光組 １２０，０００円 松 山 市

スリーボンド ６００，０００円 東京都八王子市

愛媛県卸売酒販組合 １００，０００円 松 山 市

森ビル １，０００，０００円 東京都港区

全国質屋組合連合会 ２００，０００円 東京都千代田区

全国中小小売商団体連絡会 １００，０００円 東京都千代田区

クレジット事業団体協議会 ２００，０００円 東京都千代田区

愛媛日野自動車 ２００，０００円 松 山 市

伊予鉄タクシー １００，０００円 松 山 市

伊予鉄オート １００，０００円 松 山 市

イヨテツケーターサービス １００，０００円 松 山 市

山田屋 １００，０００円 松 山 市

南洋深井薬品 １００，０００円 松 山 市

愛媛県軽自動車協会 ３００，０００円 松 山 市

日本果樹農政協議会 ３００，０００円 東京都大田区

日本専問店会連盟 ２００，０００円 東京都千代田区

ハリマ化成 ２００，０００円 大阪府大阪市

水企画事務所 １００，０００円 松 山 市

全国青色申告会総連合 ３００，０００円 東京都千代田区

中央設計 １２０，０００円 松 山 市

南高井病院 １２０，０００円 松 山 市

森水産 １２０，０００円 松 山 市

マツスイ １２０，０００円 松 山 市

第一開発 １２０，０００円 松 山 市

南松山病院 １２０，０００円 松 山 市

トヨタカローラ愛媛 １２０，０００円 松 山 市

岸本設計工務 １２０，０００円 松 山 市

松山リハビリテーション病院 １２０，０００円 松 山 市

西村商事 １２０，０００円 松 山 市

アグサス １２０，０００円 松 山 市

四電工愛媛支店 １２０，０００円 松 山 市
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協和道路 １２０，０００円 松 山 市

河窪建設 １２０，０００円 松 山 市

中四国経済交流事業協同組合 １２０，０００円 松 山 市

高橋建築事務所 １２０，０００円 松 山 市

橋本クリニック １２０，０００円 松 山 市

四国医療サービス １２０，０００円 松 山 市

愛媛ダイハツ販売 １２０，０００円 松 山 市

河原学園 １２０，０００円 松 山 市

フジ １２０，０００円 松 山 市

南海プリント １２０，０００円 松 山 市

インテリアアイソウ １２０，０００円 伊 予 市

大和酸素工業 １２０，０００円 伊予郡松前町

三宅整形外科病院 １２０，０００円 広島県福山市

丸住ライン １２０，０００円 四国中央市

安藤工業 １２０，０００円 西 条 市

よんやく １２０，０００円 伊予郡砥部町

相中組 １２０，０００円 伊 予 市

丸住製紙 ６００，０００円 四国中央市

丸住興産 １２０，０００円 四国中央市

四国開発フェリー １２０，０００円 西 条 市

年間５万円以下のもの ３９０，０００円

（政治団体分）

愛媛司法書士政治連盟 １２０，０００円 松 山 市

日本医師連盟 １，０００，０００円 東京都文京区

日本薬剤師連盟 ２，０００，０００円 東京都渋谷区

製薬産業政治連盟 ６，０００，０００円 東京都中央区

日本薬業政治連盟 ２，０００，０００円 東京都中央区

日本精神科病院協会政治連盟 ２，６００，０００円 東京都港区

全国中小企業政治協会 ２００，０００円 東京都中央区

日本歯科技工士連盟 １００，０００円 東京都新宿区

日本建築士事務所政経研究会 １００，０００円 東京都中央区

全国クリーニング業政治連盟 ３００，０００円 東京都新宿区

愛媛県石油政治連盟 １００，０００円 松 山 市

日本司法書士政治連盟 １００，０００円 東京都新宿区

愛媛県社会保険労務士政治連盟 ５００，０００円 松 山 市

全国不動産政治連盟 ３００，０００円 東京都千代田区

全国理容政治連盟中央会 ２００，０００円 東京都渋谷区

日本税理士政治連盟 １００，０００円 東京都品川区

ＴＫＣ四国政経研究会 ２００，０００円 香川県高松市

年間５万円以下のもの １００，０００円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 １０，６６８，８９７円

人件費 １，５００，０００円

光熱水費 ８３９，７０９円

備品・消耗品費 ２，５１０，８１２円

事務所費 ５，８１８，３７６円

政治活動費 ３７，６３７，６６９円

組織活動費 ７，６９９，２１２円

機関紙誌の発行その他の事業費 １０，０７７，８５７円

機関紙誌の発行事業費 ６，４８０，４２３円

宣伝事業費 ３，５９７，４３４円

寄附・交付金 １９，８６０，６００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） １９，８６０，６００円
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公営企業管理規程

�愛媛県公営企業管理規程第７号
愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成１９年９月２８日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県公営企業会計規程の一部を改正する管理規程

（愛媛県公営企業会計規程の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

������ ������

改 正 後 改 正 前

第３０条 省略

（指定代理納付者による納付）

第３０条の２ 企業出納員又は現金取扱員は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定に基づき、同項に規定する

指定代理納付者に納入義務者の収入を納付させることを承認した

ときは、納入通知書の領収書に承認印（様式第３６号の３）を押し

て、これを納入義務者に交付しなければならない。

（不納欠損）

第３３条 所属長は、地方自治法 第２４０条第１

項に規定する債権が次の各号のいずれかに該当するときは、不納

欠損決議書（様式第３８号）及び不納欠損調書（様式第３８号の２）

により不納欠損の手続をしなければならない。

�～� 省略

２ 省略

（隔地払）

第６１条 企業出納員は、隔地払をするときは、隔地払通知書（様式

第５０号）、隔地払案内書（様式第５０号の２）及び送金通知書（様

式第５０号の３）に支払通知額等集計表を添えて出納取扱金融機関

に送付しなければならない。この場合において、支払場所が出納

取扱金融機関以外の金融機関であるときは、出納取扱金融機関を

して送金小切手 により送金させるものとする。

（公金の収納）

第１５１条 出納取扱金融機関は、納入通知書その他次の各号に掲げる

書類（以下「納入に関する書類」という。）のいずれかに基づか

なければ、公金を収納してはならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（隔地払の手続）

第１５８条 出納取扱金融機関は、第６１条の規定により書類の送付を受

けた場合は、直ちに、送金通知書を債権者に支払場所が取扱店で

あるときは隔地払案内書を当該取扱店に、支払場所が取扱店以外

の金融機関であるときは送金小切手 を債権者にそれ

ぞれ送付しなければならない。

２ 省略

別表 （第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

資 産

第３０条 省略

（不納欠損）

第３３条 所属長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４０条第１

項に規定する債権が次の各号のいずれかに該当するときは、不納

欠損決議書（様式第３８号）及び不納欠損調書（様式第３８号の２）

により不納欠損の手続をしなければならない。

�～� 省略

２ 省略

（隔地払）

第６１条 企業出納員は、隔地払をするときは、隔地払通知書（様式

第５０号）、隔地払案内書（様式第５０号の２）及び送金通知書（様

式第５０号の３）に支払通知額等集計表を添えて出納取扱金融機関

に送付しなければならない。この場合において、支払場所が出納

取扱金融機関以外の金融機関であるときは、出納取扱金融機関を

して送金小切手又は郵便為替により送金させるものとする。

（公金の収納）

第１５１条 出納取扱金融機関は、納入通知書その他次の各号に掲げる

書類（以下「納入に関する書類」という。）のいずれかに基づか

なければ、公金を収納してはならない。

�～� 省略

� 郵便振替公金払込高通知書又は郵便振替受払通知票

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（隔地払の手続）

第１５８条 出納取扱金融機関は、第６１条の規定により書類の送付を受

けた場合は、直ちに、送金通知書を債権者に支払場所が取扱店で

あるときは隔地払案内書を当該取扱店に、支払場所が取扱店以外

の金融機関であるときは送金小切手又は郵便為替を債権者にそれ

ぞれ送付しなければならない。

２ 省略

別表第１（第１６条関係）

電 気 事 業 勘 定 科 目

資 産
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� 省略

� 流 動 資 産

� 省略

� 流 動 資 産

款 項 目 節 備 考 款 項 目 節 備 考

現金

預金

省略

本局（又は

所）

現金

省略

省略

支払の確実な小切手

、官庁支払通知書等で割引

なくして現金に引換え得るもの

を含む。ただし、小払資金を除

く。

現金

預金

省略

本局（又は

所）

現金

省略

省略

支払の確実な小切手、郵便為替

証書、官庁支払通知書等で割引

なくして現金に引換え得るもの

を含む。ただし、小払資金を除

く。

�～� 省略

省略

様式第５０号（第６１条関係） 隔地払通知書

様式第５０号（その１）・（その２） 省略

様式第５０号（その３）

�～� 省略

省略

様式第５０号（第６１条関係）隔地払通知書

様式第５０号（その１）・（その２） 省略

様式第５０号（その３）

省略

上記の金額を、送金小切手により債権者

に支払つてください。

省略
送金小切手

上記の金額を、郵 便 為 替により債権者

に支払つてください。

注 省略

様式第５０号の３（第６１条関係） 送金通知書

様式第５０号の３（その１） 省略

様式第５０号の３（その２）

注 省略

様式第５０号の３（第６１条関係）送金通知書

様式第５０号の３（その１） 省略

様式第５０号の３（その２）

省略

上記の金額を、送金小切手で送金しまし

たからお受け取りください。

省略
送金小切手

上記の金額を、郵 便 為 替で送金しまし

たからお受け取りください。

注 省略 注 省略

第２条 愛媛県公営企業会計規程の一部を次のように改正する。

様式第３６号の２の次に次の１様式を加える。
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様式第３６号の３（第３０条の２関係） 承認印

注１ 承認印の寸法は、直径３センチメートルとすること。

２ 日付は、差込式又は回転式とすること。
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１９年９月２８日

愛媛県公営企業管理者

和 氣 政 次

１ 入札に付する事項

� 事業名

愛媛県立中央病院整備運営事業（以下「本事業」という。）

� 事業実施場所

愛媛県松山市春日町８３番地外

� 事業方式

本事業の事業方式は、事業者が民間資金等の活用による公共

施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）

に基づき、新設する施設にあっては整備を行った後に県に所有

権を移転し、維持管理・運営期間中にわたる運営業務等を行う

ＢＴＯ方式（Build，Transfer，Operate）とし、改修する施設

にあっては県の所有する施設の改修整備を行った後に、運営業

務等を行うＲＯ方式（Rehabilitate，Operate）とする。

� 事業内容

事業者が行う主な業務は、次のとおりとする。

ア 統括マネジメント業務

� イからオまでに掲げる個別業務のマネジメント業務（開

院準備支援業務を含む。）

� 病院経営支援業務

イ 病院施設等の整備業務

� 施設整備に係る事前調査及びその関連業務

� 施設の設計及びその関連業務

� 解体を要する既存施設の解体業務

� 施設の建築工事、土木工事及びそれらの関連業務

� 周辺影響調査及びその対策業務

� 電波障害調査及びその対策業務

� 施設の機械・電気・給排水設備工事及びその関連業務

� 工事監理業務

	 �から�までの業務に伴う各種申請業務
ウ 調達関連業務

� 医療機器等（給食用機器を含み、初期調達分に限る。）

� 診療材料及び准備品・消耗品

� 医薬品

� 一般備品（初期調達分に限る。）

エ 運営業務

� 診療技術支援業務

ａ 食事の提供業務

ｂ 医療機器の管理・保守点検業務

ｃ 医療補助業務

� 物流管理関連業務

ａ 物品管理業務（ベッドステーション業務を含む。）

ｂ 滅菌消毒業務

ｃ 洗濯業務

� 情報管理関連業務

ａ 診療情報管理業務

ｂ 医療事務業務（電話交換業務を含む。）

� 施設維持管理業務

ａ 清掃業務（植栽管理業務を含む。）

ｂ 施設メンテナンス業務（駐車場管理業務及び医療用ガ

スの供給設備保守点検業務を含む。）

ｃ 警備業務

オ 利便施設運営業務

� 整備する施設の概要

ア 計画敷地面積

約３５，０００平方メートル

イ 病院施設

� 病床数

８２３床（一般病床８２０床、感染症病床第二種３床）

� 診療科数

２４診療科

� 事業期間

事業契約の締結の日から平成４５年３月３１日まで

� 予定価格

１９１，２００，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）

２ 入札に参加する者に必要な資格

� 応募者等の構成

ア 入札に参加できる者は、本事業を実施するために必要な能

力と資本力を備えた法人又は法人のグループ（以下「応募者」

という。）とする。

イ 応募者は、落札後に設立する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」

という。）に出資を行う代表企業、マネジメント・サポート

企業及び設計・施工協力企業で構成される。ただし、マネジ

メント・サポート企業を設けるか否かは、応募者の任意とす

る。

ウ 代表企業とは、応募に当たっての代表法人で、ＳＰＣを設

立して本事業を主導して実施しようとする法人をいう。

エ マネジメント・サポート企業とは、ＳＰＣが統括マネジメ

ント業務を提供するに当たり、ＳＰＣのみでは提供し得ない

機能を提供する業務（以下「マネジメント・サポート業務」

という。）を実施しようとする法人をいう。

オ 設計・施工協力企業とは、事業者が本事業を遂行するに当

たり、設計業務、工事業務及び工事監理業務を実施しようと

する法人をいう。

カ 次の�及び�を総称して、応募者等とする。
� 応募者

� ＳＰＣに出資しないマネジメント・サポート企業及び設

計・施工協力企業

� 応募者等に共通する参加要件

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定に

よる破産手続開始の申立て及び同法附則第３条の規定により

なお従前の例によることとされる破産事件に係る同法による

附 則

この管理規程は、平成１９年１０月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１９年９月２８日 第１９００号

１０８０



廃止前の破産法（大正１１年法律第７１号）第１３２条第１項又は

第１３３条の規定による破産申立てがなされていない者である

こと。

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による

更生手続開始の申立て及び同法附則第２条の規定によりなお

従前の例によることとされる更生事件に係る同法による改正

前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条の規定によ

る更生手続開始の申立てがなされていない者であること。

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による

再生手続開始の申立て及び平成１２年３月３１日以前に同法附則

第３条の規定によりなお従前の例によることとされる和議事

件に係る同法による廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）

第１２条第１項の規定による和議開始の申立てがなされていな

い者であること。

オ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

１７年法律第８７号）第１０７条の規定によりなお従前の例による

こととされる会社の整理に関する事件に係る同法による改正

前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条の規定による整理

の開始を命ぜられていない者であること。

カ 製造の請負、物件の売買、役務の提供その他の契約（建設

工事及びこれに付随する測量、調査又は設計の業務委託に係

る契約を除く。）を行おうとする者にあっては、入札説明書

で規定する一般競争入札参加要件確認申請書の提出期間の最

終日（以下「一般競争入札参加要件確認基準日」という。）

において、製造の請負等に係る競争入札の参加者の資格及び

資格審査に関する要綱（平成８年２月愛媛県告示第１９２号）

第２条に規定する平成１８年度及び平成１９年度における競争入

札に参加する資格を有すると認められた者であること。

� 個別参加要件

応募者等は、それぞれ次に掲げる要件を満たすこと。

ア 代表企業

統括マネジメント業務を主導的に行うために必要な能力を

有していること。

イ マネジメント・サポート企業

マネジメント・サポート業務以外の業務を行うことは、原

則としてできないものとする。

ウ 設計・施工協力企業

� 設計業務を実施する者

ａ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規

定による一級建築士事務所の登録を受けた者であること。

ｂ 一般競争入札参加要件確認基準日において、平成１９年

度及び平成２０年度の愛媛県発注工事に関する調査、測量

及び設計の業務の請負に係る競争入札に参加する資格を

有すると認められた者であること。

ｃ 一般競争入札参加要件確認基準日において、平成４年

４月１日以降に設計が完了した次に掲げる建物の設計業

務をいずれも主契約者（共同企業体案件の場合には、当

該共同企業体の構成員の中で最大の出資比率を有するも

の。以下同じ。）として受注した実績を有していること。

� 一般病床５００床以上の病院建物

� 免震構造の建物（病院建物に限らない。）

� 工事業務を実施する者

ａ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規

定による特定建設業の許可を受けていること。

ｂ 建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査

において、直近かつ有効な総合評定値が次に掲げる点以

上であること。

� 建築一式工事 １，２００点

� 電気工事 １，０００点

� 管工事 １，０００点

ｃ 一般競争入札参加要件確認基準日において、愛媛県建

設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６

０７号）第２条に規定する平成１９年度及び平成２０年度にお

ける等級別格付けを受けていること。

ｄ 工事業務のうち、建築一式工事を実施する者にあって

は、一般競争入札参加要件確認基準日において、平成４

年４月１日以降に完成した次に掲げる建物に係る建築一

式工事の施工をいずれも主契約者として受注した実績を

有していること。

� 一般病床５００床以上の病院建物

� 免震構造の建物（病院建物に限らない。）

ｅ 工事業務のうち、電気工事及び管工事を実施する者に

あっては、それぞれ、一般競争入札参加要件確認基準日

において、平成４年４月１日以降に完成した一般病床５

００床以上の病院建物に係る電気工事又は管工事の施工を

主契約者又は一次下請負人として受注した実績を有して

いること。

ｆ 本事業における工事監理業務を実施する者でないこと。

� 工事監理業務を実施する者

ａ 建築士法第２３条第１項の規定による一級建築士事務所

の登録を受けた者であること。

ｂ 一般競争入札参加要件確認基準日において、平成１９年

度及び平成２０年度の愛媛県発注工事に関する調査、測量

及び設計の業務の請負に係る競争入札に参加する資格を

有すると認められた者であること。

ｃ 一般競争入札参加要件確認基準日において、平成４年

４月１日以降に完成した次に掲げる建物の工事監理業務

をいずれも主契約者として受注した実績を有しているこ

と。

� 一般病床５００床以上の病院建物

� 免震構造の建物（病院建物に限らない。）

ｄ 本事業における工事業務を実施する者でないこと。

３ 入札説明書の交付

� 交付期間

この公告の日から平成１９年１１月２６日（月）までの執務時間中

（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時３０分から

午後５時３０分までをいう。以下同じ。）

� 交付方法

６�に掲げる場所で交付する。
４ 入札参加要件の確認

� この一般競争入札に参加を希望する応募者等は、一般競争入

札参加要件確認申請書及び必要書類（以下「参加要件確認書類」

という。）を提出して、入札参加要件の確認を受けなければな

らない。

� 参加要件確認書類の受付け
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ア 受付期間

平成１９年１１月２２日（木）から同月２６日（月）までの執務時

間中

イ 受付場所

６�に掲げる場所で受け付ける。
ウ 提出方法

持参により提出すること。

エ 入札参加要件の確認の結果は、参加要件確認書類を提出し

た応募者の代表企業に対して、平成１９年１２月６日（木）まで

に、書面により通知する。

オ その他

� 参加要件確認書類の作成等に係る費用は、応募者の負担

とする。

� 提出された参加要件確認書類は、返却しない。

� 詳細は、入札説明書による。

５ 入札の手続

４により入札参加要件の確認を受けた者は、入札説明書で規定

する入札書及び提案内容を記載した資料（以下「入札提出書類」

という。）を次のとおり提出すること。

� 入札の日時及び場所

ア 日時

平成２０年６月３０日（月）午前１０時

イ 場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県公営企業管理局会議室

� 提出方法

持参又は郵送により提出すること。

� 郵送による入札の取扱い

郵送による入札の場合は、入札提出書類は、書留郵便により、

平成２０年６月２７日（金）午後５時３０分までに、６�に掲げる場
所に必着のこと。

� 開札の日時及び場所

ア 日時

平成２０年６月３０日（月）午後３時

イ 場所

�イに掲げる場所
� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 入札書に記載する入札金額は、１�アからオまでに掲げる
業務（事業者が独立採算により実施する業務を除く。）に係

るサービス対価の総額とし、消費税及び地方消費税を含むも

のとする。

６ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札の無効等

ア 入札参加要件を有しない者及び入札参加要件確認申請にお

いて虚偽の申請を行った者の提出した入札書並びに入札説明

書において示した条件等入札に関する条件に違反した者の提

出した入札書は、無効とする。

イ 入札参加要件を有することを確認された者であっても、入

札時点において入札参加要件を失っているときは、その者の

提出した入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

総合評価一般競争入札により落札者を決定するものとし、愛

媛県公営企業会計規程第１７６条において例によることとされる

愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格

の制限の範囲内の価格をもって入札を行った者のうち、価格そ

の他の条件が愛媛県公営企業管理局にとって最も有利な入札を

行った者を落札者とする。

� 落札者決定基準

ア 評価に当たっては、１，０００点の範囲内で配点を行い、総合

評価点の最も高い応募者を落札者とする。

イ 配点に当たっては、内容評価点と価格点に区分し、内容評

価点を７００点とし、価格点を３００点とする。

ウ この落札者決定基準の詳細は、入札説明書等による。

� 契約条項を示す場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局県立病院課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２９９２

� その他

詳細は、入札説明書による。

７ Summary

� Nature and quantity： All the works for the Ehime

Prefectural Central Hospital development project including total

management，design，construction，construction supervision，

demolition，procurement，and operation under the PFI―BTO

and PFI―RO method

� Time limit of tender：１０：００ a．m．，３０ June２００８

� For further information，please contact：Prefectural Hospital

Division，Public Enterprise Administration Bureau，Ehime

Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，

Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２９９２
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